
（別紙様式４）

〒
（住所）
（電話）

〒
（住所）
（電話）

昼夜

1,700 単位時間 34 単位時間 1,666 単位時間 0 単位時間 0 単位時間 0 単位時間

年 単位 単位 単位 単位 単位 単位

60 人 35 人 人 0 % 0 %

人
人
人
人
％

■就職者に占める地元就職者の割合 (F/E)
％

■卒業者に占める就職者の割合 (E/C)
％
人

（令和 6

受審年月：

（Ａ：単位時間による算定）

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

（Ｂ：単位数による算定）

単位

単位

単位

単位

単位

単位

単位

人

人

人

人

人

人

人

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 無
※有の場合、例えば以下について任意記載

評価団体：
評価結果を掲載した
ホームページＵＲＬ

（うち企業等と連携したインターンシップの単位数）

教員の属性（専任
教員について記

入）

 ① 専修学校の専門課程を修了した後、学校等において
その担当する教育等に従事した者であって、当該専門課
程の修業年限と当該業務に従事した期間とを通算して六
年以上となる者

（専修学校設置基準第41条第1項第1号） 2

 ② 学士の学位を有する者等 （専修学校設置基準第41条第1項第2号） 0

 ③ 高等学校教諭等経験者 （専修学校設置基準第41条第1項第3号） 0

 計 2

上記①～⑤のうち、実務家教員（分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し、かつ、高度の
実務の能力を有する者を想定）の数

0

 ④ 修士の学位又は専門職学位 （専修学校設置基準第41条第1項第4号） 0

 ⑤ その他 （専修学校設置基準第41条第1項第5号） 0

うち企業等と連携した演習の授業時数

うち企業等と連携した必修の演習の授業時数 238

総単位数 0

うち企業等と連携した実験・実習・実技の単位数

238

うち必修授業時数 1,700

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の授業時数 0

主な業界：ライブ・エンターテインメント業界
主な職種：MA、企画職

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の単位数

（うち企業等と連携したインターンシップの授業時数） 0

うち企業等と連携した必修の演習の単位数

当該学科の
ホームページ

URL
https://www.kobedenshi.ac.jp/course/esports/

84
■進学者数 0
■その他

就職未決定者：3人
卒業生のうち留学生：0人

うち企業等と連携した演習の単位数

うち必修単位数

企業等と連携した
実習等の実施状況
（Ａ、Ｂいずれか

に記入）

総授業時数 1,700

うち企業等と連携した実験・実習・実技の授業時数 0

2 昼間
※単位時間、単位いずれ
かに記入

生徒総定員 生徒実員(A) 留学生数（生徒実員の内数）(B) 留学生割合(B/A)

0

（令和6年度卒業生）

16
■地元就職者数 (F) 2
■就職率 (E/D)　　　　　　　　　　： 89

13

就職等の状況

■卒業者数 (C)　　　　　　　　： 19
■就職希望者数 (D)　　　　　： 18
■就職者数 (E)　　　　　　　　：

年度卒業者に関する令和７年５月１日時点の情報）

■主な就職先、業界等

学科の目的
急速に発展しているesports業界の中において、プレイヤーではなくesportsイベント運営を支える企画・運営エンジニアの育成のため、企画・提案力をもつディレクターの育
成、及び機材・システムの技術的知識と運用技術をもつテクニカルディレクターの養成を目的とする。

学科の特徴（取得
可能な資格、中退

率　等）

企業等と連携した実践的な演習形式を主としたカリキュラムにより、イベント企画に関連するプレゼンテーション、グループワークなど自ら考えた企画を発表する場や、機
材を実際に触れて学習するなどにより、関連業界で必要となる実践的職業力を育成する。1年次より産学連携・官学連携なども積極的に実施し地域・企業との連携も重視
した取り組みも行う。

修業年限
全課程の修了に必要な総授業時数又は総

単位数
講義 演習 実習 実験 実技

工業専門課程 esportsエンジニア学科 令和 6(2024)年度 - -

分野 認定課程名 認定学科名 専門士認定年度 高度専門士認定年度 職業実践専門課程認定年度

中退率

令和8年3月31日

650-0003

078-242-0014
設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人
コンピュータ総合学園

昭和52年2月28日 福岡　富雄 兵庫県神戸市中央区山本通１丁目６番３５号
650-0003

078-242-0014

神戸電子専門学校 昭和51年4月1日 福岡　壯治 兵庫県神戸市中央区山本通１丁目６番３５号

職業実践専門課程等の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

工業



１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課程の編成を行っている
こと。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本方針

　本学科における実践的かつ専門的な職業教育を実施するために、企業等との連携を通じて必要な情報の把握・分析を行い、教育課程（カリキュ
ラム）の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善等を含む）に活かすことを目的に、教育課程編成委員会（以下委員会という）を設置する。
　委員会は、業界における人材の専門性の動向、国又は地域の産業振興の方向性、実務に必要な最新の知識・技術・技能、その他教育課程の
編成に関する事項を審議する。
　委員会の委員は校長及び校長が指名する教職員の他、専攻分野に関する企業等の役職員から広く選任するものとし、少なくとも以下の①また
は②から１名、③から１名を委員に加えることとする。
　① 業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、地方公共団体等の役職員。
　② 専攻分野に関する学会や学術機関等の有識者。
　③ 実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員。
　委員の任期は1年とする。但し再任を妨げない。
　委員会の委員長は校長または校長が指名する教職員とし、委員会の会務を総理する。
　委員会の実施結果については学校側委員および関連教職員により検討を行い、実践的かつ専門的職業教育を実施するために必要な教育課
程の編成に活用する。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

　本校に、学校全体の教務に関する事項を管理・運営する「教務委員会」とともに「教育課程編成委員会」「学校自己評価委員会」「学校関係者評
価委員会」を置き、校長が統轄する。
　教務に関する事項は、以下のとおり定める。
　・学則、履修規定等を励行し履修目的を実現させ、産業界へ優位な人材を輩出するすべての事項
　・教育課程に関する事項（教育課程編成委員会を含む）
　・履修状況、履修判定等に関する事項（進級、卒業等）
　・教育課程の編成等、産官学連携に関する事項（教育課程編成委員会を含む）
　・教職員の能力開発に関する事項（研修等）
　・その他、教務に関する全般

神戸電子専門学校組織

ＩＴエキスパート学科

神戸電子専門学校 学務　Ｇ

教務委員会 教育第１部 ＩＴ　Ｇ

教育課程編成委員会
ＩＴスペシャリスト学科

情報処理学科

AIシステム開発学科

学校自己評価委員会

ゲームソフト　Ｇ

教育第２部 グラフィックス　Ｇ

ゲーム開発研究学科

ゲームエンジニア学科
学校関係者評価委員会

（旧エンターテインメントソフト学科）

ゲーム制作学科

（旧プログラミング学科）

グラフィックデザイン学科

総合研究科（ＣＧ）

サウンド　Ｇ

サウンドクリエイト学科

esportsエンジニア学科

ハード　Ｇ

情報工学科

ビジネス　Ｇ

情報ビジネス学科

総合実務科

学務部

教育第３部 日本語　Ｇ

日本語学科

国際コミュニケーション　Ｇ

国際コミュニケーション学科

別科

サウンドテクニック学科

声優タレント学科

ＣＡＤ　Ｇ

建築インテリアデザイン学科

インダストリアルデザイン学科

総合研究科（建築）

３ＤＣＧアニメーション学科

デジタルアニメ学科

企業等と連携した教育課程の改善のため、

教育課程編成委員会を設置

・ＩＴ系学科合同委員会

ITエキスパート学科

ITスペシャリスト学科

情報処理学科

AIシステム開発学科

・ゲームソフト系学科合同委員会

ゲーム開発研究学科

ゲームエンジニア学科

（旧エンターテインメントソフト学科）

ゲーム制作学科

（旧プログラミング学科）

・esportsエンジニア学科委員会

・情報工学科委員会

・情報ビジネス学科委員会

・3DCGアニメーション学科委員会

・グラフィックデザイン学科委員会

・デジタルアニメ学科委員会

・サウンドクリエイト学科委員会

・サウンドテクニック学科委員会

・声優タレント学科委員会

・建築インテリアデザイン学科委員会

・インダストリアルデザイン学科委員会



種別

①

①

③

－

－

－

－

（年間の開催数及び開催時期）

青山　宏和 神戸電子専門学校 教育第１部 部長
令和6年4月1日～令和7年3月31日
（１年）

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年3回　（6月、１１月、３月）
（開催日時（実績））
2024年度 第１回　令和６年６月３日　１６：３０～１８：００
2024年度 第２回　令和６年１１月１６日　１７：００～１８：３０
2024年度 第３回　令和７年３月４日　１７：００～１８：３０

松尾　厳潔 神戸電子専門学校 教育第１部 次長
令和6年4月1日～令和7年3月31日
（１年）

小林　亮介
神戸電子専門学校 教育第１部 esportsエンジニア学科
学科長

令和6年4月1日～令和7年3月31日
（１年）

八木　康介
神戸電子専門学校 教育第１部 esportsエンジニア学科
教員

令和6年4月1日～令和7年3月31日
（１年）

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

森田　康平
一般社団法人日本eスポーツ協会
兵庫支部 事務局長

令和6年4月1日～令和7年3月31日
（１年）

令和7年5月1日現在

谷田　優也 GLOE株式会社 代表取締役
令和6年4月1日～令和7年3月31日
（１年）

名　前 所　　　属 任期

金井　庸泰
一般社団法人日本eスポーツ協会
兵庫支部 副会長

令和6年4月1日～令和7年3月31日
（１年）

※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

委員より、校外でのイベント実施の際に、教員がしていたような「イベントを包括してディレクションする立ち位置の学生を教育するための手法や方
策があると良い」という意見があり、学生がより指導的立場になるようなイベントの拡充 カリキュラムへの導入の必要性を感じ、学科内で検討した
結果、イベント演習の授業にて、普段ディレクターを経験していない学生が優先的にディレクターを経験できるよう担当部署の選定方法を変更し
た。
また、委員からの「専門学校で学んだ専門知識だけでなく、変化への強さや学生の個々人がどの企業に適性があるか解像度を上げる必要があ
る」という意見から、近隣に新設されたスポーツ施設を使用した実務的課外授業を2025年10月以降で実施できるよう調整を行った。加えて委員か
らの「esportsエンジニア学科の就職活動について、技術力の向上や連携授業の必要性」といった意見から、機材に触れる実務訓練の必要性など
から科目合同制作内に合同演習を実施するカリキュラムを追加した。
学生の就職活動に必要な要素についての意見交換を元に学科内で検討し、実施したイベントに対しての学生ポートフォリオの作成を授業内にて
実施している。
また、専門就職率やesports系就職先数の現状から、以下の項目を今後の検討課題とした。
　・esports系を中心とした専門就職率低下への対策
　・職業実践専門課程連携企業から他社へ就職先企業の斡旋の提案
　・校内での学生企画イベントに対しての参加率
　・学内施設を使用した放課後イベントの定期的実施

教育活動のサイクルにおける教育課程編成委員会の位置

新たな教育課程に基づく教育・実習・演習

改善された新たな教育課程に基づく
職業実践的な教育・実習・演習を実施

学校自己評価・学校関係者評価・情報公開

学校自己評価および学校関係者評価を実施し、学校運営
全体を改善、教育活動その他の情報を提供

教育課程編成委員会

企業等と連携し、実践的職業教育の改善のため、
教育課程委員会を実施、意見等を提案

教育課程の改善 教員研修による資質向上

組織として教育課程の改善と、実践的な実習・演習のため
の企業等との連携を検討し決定

専攻分野の実務・知識に関する研修
学生に対する指導力等に関する研修



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

②指導力の修得・向上のための研修等

カウンセリングについて、昨年の学生相談室の使用状況、学生対応等、現在の学生状況に併せた学生指導の方法についての
理解の為参加。研修では発達障害や他人となじみにくい学生への対応などについてセミナー形式で受講した。

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

「舞台現場の最前線から考える、新時代の舞台づくり」
esports企画・運営Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳを担当する教員が学内のホールや学外会場などオフラインの現場に関する知見を深めるため
に舞台現場で活躍する演出家・劇作家の方によるカンファレンスを聴講。
RX Japan株式会社が開催するLINeNT2024内で開催された事前予約型のセミナーに参加した。

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記

　神戸電子専門学校教職員は、神戸電子専門学校教職員研修規程に基づき、業務上の能力開発、資質の向上等に関し組織的に研修に取り組
む。教員は職業専門教育を実践するFD （ファカルティデベロップメント）を主題とし、専門的技術力（専攻分野における実務に関する知識、技術、
技能）の向上、および教育力（授業および学生に対する指導力）向上等を目的として実施する。
　・学校全体研修は全教職員を対象とし、年間１～２回の研修を実施する。
　・部署別研修は部署教職員を対象とし、任意の研修を実施する。
　・個人研修は所属部門長の指示により、任意の研修を実施する。
　教職員の資質向上および教育の質保証のために、積極的に外部の研修へ参加を奨励する。一部の者が参加する外部研修の結果等について
は、必要に応じ関連学科・部署または教員全体への報告会等を開催し共有を図る。

LIVeNT2024 イベントアカデミーセミナー受講 連携企業等： RX Japan株式会社 

2024年7月3日～4日 対象： 本学科専任教員

科　目　名 連　携　企　業　等

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

　企業等の要請等を十分に生かしつつ、本科の専攻分野に関する職業に必要となる実践的かつ専門的な能力を育成することを目的に、企業等と
連携して実習・演習の授業を行う。
実施に当たっては連携する企業との間に、実習・演習の実施、実習・演習用教材の作成、実務的能力評価に関する補助等について協定書（業務
委託契約）を締結する
　実習・演習は教育課程編成委員会の結果を活用して編成された教育課程に対して、職業実践的能力を修得するための実習・演習の内容や方
法検討、実施、修得した実践的能力の評価等について企業等と連携して行う。
　実習・演習の実施は連携する企業等から派遣された講師、または実施方法等について企業等との連携の上で本校教員が行う。

GLOE株式会社

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
　企業等の要請等を十分に生かしつつ、本科の専攻分野に関する職業に必要となる実践的かつ専門的な能力を育成することを目的に、企業等と
連携して実習・演習の授業を行う。
　実施に当たっては連携する企業との間に、実習・演習の実施、実習・演習用教材の作成、実務的能力評価に関する補助等について協定書（業
務委託契約）を締結する。
　実習・演習は教育課程編成委員会の結果を活用して編成された教育課程に対して、職業実践的能力を修得するための実習・演習の内容や方
法検討、実施、修得した実践的能力の評価等について企業等と連携して行う。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

企業連携の方法

５．その他※具体的な連携
方法を科目概要欄に記述
すること。

　esports業界の現状を把握したうえで、
年2回予定のコンペティションに向けて大
会の企画書が書けるようにする。機材の
知識と扱い方を学び企画した内容で大会
を実施。年度終了時点で企画立案もしく
は機材運用の担当に就ける状態になる。
　授業計画は企業等との打合せの上で
本校教員が実施、年2回のコンペティショ
ンの際には企業担当者が実施状況を見
学し、学生の発表に対して教員と共に評
価を行う。

メンタルヘルス研修会 連携企業等： 一般社団法人 カウンセリングルーム Big Smile

2025年6月25日(水) 対象： 全学科教員

esports企画運営Ⅱ

科　目　概　要



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

全教職員

8月5日（火)10:10～15:50
「専修学校の現状と課題について」
「カラーバリアフリー社会を目指して!～体験でわかる,それぞれ違う色の見え方～」
「兵庫県の防災について」

8月6日(水)10:00～15:40
「専修学校・各種学校の制度・動向等について」
「兵専各における中学校・高等学校等との連携の取組」
「AIの進化と教育への影響について定」

8月7日(木)10:00～15:40
「青少年の状況について」
「不登校生と保護者への関わり方」
「インターネット(SNS)と人権～誹謗中傷等、被害者にも加害者にもならないために～」

8月8日(金)10:00～15:40
「私のWell-beingに出逢う、新たな教育旅行プログラム」
「外国人留学生から選ばれる専門学校」
「学校教育法の改正の動向について」

発達障害の理解と対応について 連携企業等： 一般社団法人カウンセリングルーム BigSmile

令和7年7月24日(木)10:00～12:00 対象： 全教職員

発達障害への理解を深めるとともに、学校現場で直面する課題にどのように対応すればよいか学び、
日々の学生指導や支援に役立てる。

LIVeNT2025 イベントアカデミーセミナー受講 連携企業等： RX Japan株式会社 

2026年1月21日～23日 対象： 本学科専任教員

esports企画・運営Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳを担当する教員が学内のホールや学外会場などオフラインの現場に関する知見を深めるため
に舞台現場で活躍する演出家・劇作家の方によるカンファレンスを聴講。
RX Japan株式会社が開催するLINeNT2025内で開催される事前予約型のセミナーに参加。

②指導力の修得・向上のための研修等

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。また、評価を行うに当
たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

メンタルヘルス担当教員が学校カウンセラーからの定例報告会を聞き、学生相談室の実態の共有を受ける。担任指導で必要
なカウンセリングスキルを身に着ける。

第72回教職員教養講習会 連携企業等： 兵庫県専修学校各種学校連合会

令和7年8月5日(火)～令和7年8月8日(金） 対象：

第71回教職員教養講習会 連携企業等： 兵庫県専修学校各種学校連合会

令和6年8月6日(火)～令和6年8月9日(金） 対象： 全教職員

8月6日（火）10:10～15:50
「専修学校の現状と課題について」
「若者・Z世代が輝く兵庫の実現に向けて」
「日本語学校における日本語教育の現状について」

8月7日（水）10:00～15:40
「サイバー空間の危険から身を守るために」
「高専連携プログラム事業について」
「発達障害傾向の学生への関わり方」

8月8日（木）10:00～15:40
「高等学校及び職業教育（専門学校及び大学等）の傾向と役割につい」
「AI進化による社会構造と職業の変化」
「LGBTQについて」

8月9日（金）10:00～15:40
「専修学校・各種学校の制度・動向等について」
「若者に多い消費者トラブルについて」
「地震・津波災害のリスクと学校の対策～災害前・発災時・災害後～」

EDIX Seminar大阪 連携企業等： RX Japan株式会社 

2025年6月11日(水)～6月13日（金） 対象： 本学科専任教員

①専攻分野における実務に関する研修等
（３）研修等の計画

「AIが教育を変える！～学びの主導権は誰の手に？～」
「人工知能時代にあるべき学校の姿」
学科カリキュラムを作成する専任教員が本校でも導入している教育DXの活用や教育現場を取り巻くAI環境・学生動向を把握
するために参加。RX Japanが開催するEDIX Seminar大阪内での事前予約型セミナーを聴講。

メンタルヘルス定例会 連携企業等： 一般社団法人カウンセリングルーム BigSmile

令和7年6月25日(金)16:00～17:30 対象： 全学科教員



（６）教育環境
・施設・設備は、教育上の必要性に十分対応できるよう整備されているか
・学内外の実習施設、インターンシップ、海外研修等について十分な教育体制を整備しているか
・防災に対する体制は整備されているか

（７）学生の受入れ募集
・学生募集活動は、適正に行われているか
・学生募集活動において、教育成果は正確に伝えられているか
・学納金は妥当なものとなっているか

（８）財務

・中長期的に学校の財務基盤は安定しているといえるか
・予算・収支計画は有効かつ妥当なものとなっているか
・財務について会計監査が適正に行われているか
・財務情報公開の体制整備はできているか

（３）教育活動

・教育理念等に沿った教育課程の編成・実施方針等が策定されているか
・教育理念、育成人材像や業界のニーズを踏まえた学科の修業年限に対応した教育到達レベルや学習時間の
確保は明確にされているか
・学科等のカリキュラムは体系的に編成されているか
・キャリア教育・実践的な職業教育の視点に立ったカリキュラムや教育方法の工夫・開発などが実施されている
か
・関連分野の企業・関係施設等や業界団体等との連携により、カリキュラムの作成・見直し等が行われているか
・関連分野における実践的な職業教育（産学連携によるインターンシップ、実技・実習等）が体系的に位置づけら
れているか
・授業評価の実施・評価体制はあるか
・職業教育に対する外部関係者からの評価を取り入れているか
・成績評価・単位認定、進級・卒業判定の基準は明確になっているか
・資格取得等に関する指導体制、カリキュラムの中での体系的な位置づけはあるか
・人材育成目標の達成に向け授業を行うことができる要件を備えた教員を確保しているか
・関連分野における業界等との連携において優れた教員（本務・兼務含む）を確保するなどマネジメントが行わ
れているか
・関連分野における先端的な知識・技能等を修得するための研修や教員の指導力育成など資質向上のための
取組が行われているか

（４）学修成果

・就職率の向上が図られているか
・資格取得率の向上が図られているか
・退学率の低減が図られているか
・卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把握しているか
・卒業後のキャリア形成への効果を把握し学校の教育活動の改善に活用されているか

（５）学生支援

・進路・就職に関する支援体制は整備されているか
・学生相談に関する体制は整備されているか
・学生に対する経済的な支援体制は整備されているか
・学生の健康管理を担う組織体制はあるか
・課外活動に対する支援体制は整備されているか
・学生の生活環境への支援は行われているか
・保護者と適切に連携しているか
・卒業生への支援体制はあるか
・社会人のニーズを踏まえた教育環境が整備されているか
・高校・高等専修学校等との連携によるキャリア教育・職業教育の取組が行われているか

（１）教育理念・目標

・学校の理念・目的・育成人材像は定められているか
・学校における職業教育の特色は何か・学校における職業教育の特色は何か
・社会経済のニーズ等を踏まえた学校の将来構想を抱いているか
・学校の理念・目的・育成人材像・特色・将来構想などが学生・保護者等に周知されているか
・各学科の教育目標、育成人材像は、学科等に対応する業界のニーズに向けて方向づけられているか

（２）学校運営

・目的等に沿った運営方針が策定されているか
・運営方針に沿った事業計画が策定されているか
・運営組織や意思決定機能は、規則等において明確化されているか、有効に機能しているか
・人事、給与に関する規程等は整備されているか
・教務・財務等の組織整備など意思決定システムは整備されているか
・業界や地域社会等に対するコンプライアンス体制が整備されているか
・教育活動等に関する情報公開が適切になされているか
・情報システム化等による業務の効率化が図られているか

（１）学校関係者評価の基本方針
　本校は学校自己評価および学校関係者評価により、組織的・継続的な教育活動の改善を行い、教育の質保証・向上に努める。
　学校評価とは、学校教育法第42 条及び学校教育法施行規則第66条に規定する自己評価並びに同法第43 条及び同法施行規則第67 条に規
定する学校関係者評価をいう。
　自己評価を適切かつ円滑に行うための組織として学内に自己評価委員会を置き、年１回前年度の学校自己評価を行う。
　校長は自己評価の結果を本校の関係者により組織した学校関係者評価委員会（以下「関係者委員会」という。）に報告し、意見を聴き、その意
見を尊重し、教育活動及び学校運営に活用しなければならない。
　関係者委員会は、関連業界等関係者、卒業生、保護者、教育に関し知見を有する者、その他校長が必要と認める者から校長が委嘱する委員
により構成する。
　関係者委員会は、校長が招集し、委員長がその運営にあたる。
　関係者委員会は、自己評価の進捗状況に応じ次年度の計画策定までの間に１回以上開催しなければならない。
　教職員は、学校関係者評価の結果を活用し、教育活動及び学校運営等の質の保証と向上に継続的に努めなければならない。
　校長は、学校関係者評価結果について、理事会の承認を受け、公表しなければならない。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（９）法令等の遵守

・法令、専修学校設置基準等の遵守と適正な運営がなされているか
・個人情報に関し、その保護のための対策がとられているか
・自己評価の実施と問題点の改善を行っているか
・自己評価結果を公開しているか



種別

企業等委員

企業等委員

企業等委員

（５）様々な教育活動・教育環境
・学校行事への取組状況
・課外活動

（６）学生の生活支援 ・学生支援への取組状況

（２）各学科等の教育

・入学者に関する受け入れ方針及び入学者数、収容定員、在学学生数
・カリキュラム
・進級・卒業の要件等
・学習の成果として取得を目指す資格、合格を目指す検定等
・資格取得、検定試験合格の実績
・卒業者数、卒業後の進路

（３）教職員
・教職員数
・教職員の組織

（４）キャリア教育・実践的職業教育
・キャリア教育への取組状況
・実習・実技等への取組状況
・就職支援等への取組支援

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
　本校は、企業等の学校関係者の本校に対する理解を深めるとともに、連携及び協力の推進に資するため、教育の成果等を含めた教育研究活
動その他の学校運営の状況に関する情報を、積極的に提供するものとする。
　提供する情報は、専門学校における情報提供等への取組に関するガイドラインに沿って項目を設定し、毎年更新するとともに項目の見直しも図
る。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画
・学校の目標及び計画、経営方針、特色
・校長名、所在地、連絡先等
・学校の沿革、歴史

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に関する情報を提供し
ていること。」関係

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://www.kobedenshi.ac.jp/info/features/public_info.html
公表時期： 令和7年10月31日

株式会社SRCホールディングス　代表取締役CEO
令和6年4月1日～令和8年3月31日
（2年）横山　剛

永吉　一郎 地域ICT推進協議会　顧問
令和6年4月1日～令和8年3月31日
（2年）

網本　雅生 NPO法人神戸デザイン協会　理事長
令和6年4月1日～令和8年3月31日
（2年）

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活用状況
　学校関係者評価委員会においては、学校自己評価の結果を基にして意見交換が行われ、今後の学校教育・職業教育の在り方、国が推進する
教育改革や社会変化に対する本校の取り組み、教育ミッションや教育の方向性、従来の枠組みに囚われない技術教育の在り方、就職や進路に
ついての意識付けや産業界との連携の在り方、学生のモラル向上、学生の自己成長支援や個別対応など多様な観点から貴重な意見を得ること
ができた。
　これら産業界等からの意見の活用について、経営会議をはじめ教務委員会や各学科会議等学校内部の会議において再検討した結果、以下の
ような取り組みを推進することに決定した。

学校全体の施策に係ることとして、
・技術革新、特にAI技術の進展やその活用技術の発展、Web技術を基盤とする産業や社会生活の変化に伴い、求められる実践的技術も変化・多
様化している。従来型の教育の枠に囚われない多様な教育や、リカレント教育へのニーズも高まっている現状において、本校の教育ミッションに
対する産業界の期待と反響は大きく、更に先鋭化された教育課程設計と環境整備の推進、効果的な取り組み事例について他学科への反映を図
ることを決定した。
・教育ミッションのさらなる追求や共創プログラムの導入は、自らが課題を設定し、多様な知見を持つ周囲と協同して解決を図ることを求められる
今後の社会に対する正しい方向性の打ち出しであり、今後の社会変化に対応する技術教育については柔軟で臨機応変な対応とともに、教育環
境整備と合わせて推進することを決定した。
・キャリア教育の視点と合わせ、アクティブラーニングなどによる学生の主体的な学びへの取り組みは、今後求められる人材の育成に必須であ
り、教員研修の拡充やカリキュラム設計、専門教育との融合、他の専門学校や大学、高等学校や中学校の教員、就職先である産業界との人材育
成に関する協議などについて検討を推進することを決定した。
・在校生や卒業生の就職支援やキャリア支援、在校生・卒業生の保護者・関係者との情報共有等も合わせたキャリア支援の強化や就職に対する
意識付けの強化のため、キャリアセンターの機能強化や学校基幹システム改革に合わせた就職支援システムの機能強化、学生サービスの向上
を検討することを決定した。
・修学における精神的課題や経済的課題など、学生の抱える課題は多様化・複雑化する傾向にあり、多様な学生に対するケア体制の充実と効率
化を図ることを決定した。

本学科の施策に係ることとして、
学生が主体的に学びたい内容を選択して学ぶアクティブラーニングを学科の運用としても導入し、esports企画・運営Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳの授業の中で
は企画分野・機材分野のみならずデザインについてやSNSの運用方法・広報活動についてなども学ぶことができるよう学生で作り上げる範囲を拡
充している。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

名　前 所　　　属 任期

（１０）社会貢献・地域貢献

・法令、専修学校設置基準等の遵守と適正な運営がなされているか
・個人情報に関し、その保護のための対策がとられているか
・自己評価の実施と問題点の改善を行っているか
・自己評価結果を公開しているか

（１１）国際交流

・留学生の受入れ・派遣について戦略を持って行っているか
・留学生の受入れ・派遣、在籍管理等において適切な手続き等がとられているか
・留学生の学修・生活指導等について学内に適切な体制が整備されているか
・学習成果が国内外で評価される取組を行っているか



（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://www.kobedenshi.ac.jp/info/features/public_info.html
公表時期： 令和7年8月31日

（１１）その他
・学則
・学校運営の状況に関するその他の情報

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法

（８）学校の財務 ・財務情報

（９）学校評価
・自己評価・学校関係者評価の結果
・評価結果を踏まえた改善方策

（１０）国際連携の状況
・留学生の受け入れ・派遣状況
・外国の学校等との交流状況

（７）学生納付金・修学支援
・学生納付金の取り扱い
・活用できる経済的支援措置の内容等
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1 ○ AIリテラシーⅠ
AI技術の歴史、機械学習、深層学習、誤差逆伝播の原理を理解する。また
AI技術が最も活用されているIT業界だけでなく、eスポーツ業界や他業界
でのAI技術の活用状況や事例ついて学習する。

1
通

34 2 ○ ○ ○

2 ○ esports企画運営Ⅰ
ｅスポーツイベント運営における基礎知識の学習と必要となる各種機材の
扱い方を学ぶ。学んだ知識を用いてｅスポーツイベントの企画立案を行
い、運営までの一連の流れを学ぶ。

1
通

238 14 ○ △ ○ ○

3 ○ esports企画運営Ⅱ

esports業界の現状を把握したうえで、年2回予定のコンペティションに向
けて大会の企画書が書けるようにする。機材の知識と扱い方を学び企画し
た内容で大会を実施。年度終了時点で企画立案もしくは機材運用の担当に
就ける状態になる。

1
通

238 14 ○ △ ○ ○ ○

4 ○ 映像演習
eスポーツイベント運営における映像の編集技術と配信技術を学ぶ。adobe
製品を用いての技術習得の講義と実習を行う。eスポーツイベントに使用
する映像作成実習とeスポーツイベントの映像の配信実習を行う。

1
通

68 4 ○ ○ ○

5 ○ 合同制作

音響はデジタル卓を使用しPAを行う事を目標。照明は一般照明・LED照明
のオペレーションを行う事が目標。映像はカメラでの撮影を行い後日編集
等を行い作品を制作。後期にはライブ配信の実施。トータル的にイベント
を開催し映像作品を作成する事まで行う。

1
通

204 12 ○ △ ○ ○

6 ○
コンピュータリテラシー
Ⅰ

パーソナルコンピュータの基本オペレーションとアプリケーションの活用
を学ぶ。MicrosoftのOffice製品、GoogleのWorkspace製品の使用方法を学
ぶ。

1
通

68 4 ○ ○ ○

7 ○ esports企画運営Ⅲ

ｅスポーツイベントの企画と運営を繰り返し実施する。学内、学外関わら
ず、ｅスポーツイベントを実施する場所から企画する。学内、学外関わら
ず、学生や企業、団体との協力したｅスポーツイベントの企画と運営を実
施する。

2
通

408 24 ○ ○ ○

8 ○ esports企画運営Ⅳ

ｅスポーツイベントの企画と運営を繰り返し実施する。学内、学外関わら
ず、ｅスポーツイベントを実施する場所から企画する。学内、学外関わら
ず、学生や企業、団体との協力したｅスポーツイベントの企画と運営を実
施する。

2
通

238 14 ○ ○ ○

9 ○ イベント演習
オンラインとオフライン、両方のeスポーツイベント制作に関する実践的
な知識を身につける。学内施設や学外施設での学習により、ｅスポーツイ
ベント制作に関する実践的な技術を身につける。

2
通

204 12 ○ ○ ○

9

期

週

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

１学年の学期区分

１学期の授業期間

（留意事項）

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

2

17

卒業要件：

卒業要件
各年次の進級要件を満たした者で，学科の教育課程に定められた必修科目（選択必修科目を含む）のうち，卒
業までに履修しなければならない科目を修得（成績評価3以上）し，かつ各年次の出席率80%以上の者。
進級要件
学科の教育課程に定められた必修科目（選択必修科目を含む）のうち，当該年次で履修しなければならない科
目を修得（成績評価3以上）し，かつ年間の出席率80%以上の者。
成績評価について
各期末の成績評価(100点満点)において，80点以上を5，60点以上80点未満を4，40点以上60点未満を3，20点以
上40点未満を2，20点未満を1とする。成績評価は試験，平常評価，レポート，実習課題，合評審査により行
う。

履修方法：

履修方法及び総授業時間数の計算方法
１年次：全科目必修（850時間）
　　　　1年次修了に必要な授業時間数は850時間
２年次：必修科目（合計850時間）
　　　　2年次修了に必要な授業時間数は850時間

学科の修了に必要な総授業時間数は１年次850時間＋２年次850時間＝合計1700時間

授業科目等の概要

（工業専門課程 esportsエンジニア学科）
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 ######

企
業
等
と
の
連
携

合計 科目 100（1700） 単位（単位時間）


